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2012 春季生活闘争は、いよいよ最大の交渉局面を迎えている。 

勤労者は、雇用不安、賃金不安、将来不安により脅かされつづけており、それが消費の

低迷へと連鎖し、需要不足からさらに日本経済が低迷するという悪循環を繰り返している。

2012 春季生活闘争は、適正な配分により中間層を厚くし、消費の拡大、内需拡大へつなげ、

持続可能な成長とデフレからの脱却を実現する闘いである。 

 

今、経営側に求められるのは、ミクロ企業倫理や労働コスト削減に偏った経営姿勢を転

換し、雇用や賃金を安定させ、経営責任として働く者の不安を払拭することである。働く

者の生活を守るためには、これ以上の賃金水準の低下は阻止しなければならない。一般労

働者の賃金水準は 1997 年の水準から 7.1％も低下した。非正規労働者の増加や若年層の雇

用不安も深刻化し、年収 200 万円以下の層は 1,100 万人を、生活保護受給者は 206 万人を

超え、貧困・格差の問題が社会的に許容できる範囲を超えている。大阪においても、生産

年齢人口の減少、失業率や非正規労働者比率の高止まり、全国に比して低い女性労働力率、

全国一の生活保護率など、働くことを巡る厳しさは改善されていない。私たちはすべての

労働者を視野に入れ、低下した賃金の復元、格差是正、底上げ、底支えをはかると同時に、

産業・企業を支える人財力・現場力を高めることこそが、直面する幾多の困難を乗り越え

るための唯一の道と確信する。経営側が相変わらずの「総額人件費抑制」の姿勢を崩さず、

加えて労使関係の基本を根底からゆるがしかねない「定期昇給」の凍結や見直しを主張す

ることは論外である。 

 

また、大阪においては、地方自治・分権のあり方や住民生活への影響、さらには地域経

済の活性化への関連といった視点での丁寧な検証がないままに「大阪都構想」が進められ

ようとしている。私たちは民主主義の原則にのっとった誠実な行政運営を強く求める。さ

らには労働組合の存在すら否定するかの動きは、看過できない。こうした行為は、憲法に

認められた労働者の団結を危機に陥れるものであり、連合大阪として許すことは出来ない。 

 

連合大阪は「働くことを軸とする安心社会」の実現に向け、「2012 春季生活闘争」と「2012

政策・制度実現の取り組み」を運動の両輪としてすべての労働者の処遇改善に向けて、交

渉力と組織力を更に強化し闘いを展開する。「復興・再生に全力、『働くことを軸とする

安心社会』を実現しよう」をスローガンに、全構成組織、全地域組織がさらに団結を強め

あい、2012 春季生活闘争の交渉で納得できる回答を引き出すため、最後まで闘うことをこ

こに宣言する。 
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